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自然再生を進めるために
自然再生協議会立ち上げ・運営の手引き
̶全国の事例から̶

はじめに

　平成 15 年に制定された自然再生推進法は、これまでの国から都道府県、都道府

県から市町村へというトップダウン型の事業の進め方ではなく、地域の自主性や

主体性の尊重、地域の様々な主体の参加と連携をもとにしたボトムアップ型によ

る新しい進め方の採用が大きな特徴となっています。 

　自然再生の取組は開始から 5年程度と日が浅いため、自然再生協議会の組織化

やその運営方法、自然再生事業の具体的進め方等についてのノウハウの蓄積が十

分ではありませんが、地域の創意工夫によって、自然環境の状況や社会情勢等を

踏まえた様々な取組が全国各地で実施されているところです。

　この冊子は、これから自然再生に取り組む意欲のある方々や、すでに、自然再

生に取り組んでいる方々に向けて、自然再生協議会を組織化するまでの流れや、

協議会を上手く運営していくためのポイント、自然再生事業の具体的な進め方等

について、各地で行われている取組事例を交えながら分かりやすく紹介するもの

です。 新たな自然再生協議会の立ち上げに向けて、また、各地の自然再生協議会の

更なる展開に当たって、この冊子をご活用いただければ幸いです。
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